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第Ⅰ章 緒言 

外傷医療の進歩により外傷患者の救命率は向上したが、重度外傷後の身体的・心理的

後遺症によって社会復帰が困難となる症例が依然として多い。特に、交通事故や労災事故

などの高エネルギー外傷に起因する下肢開放骨折は、退院後も身体機能低下や再手術のリ

スクといった身体的課題に加え、復職困難など社会的課題も生じやすく、退院後の生活に

深刻な影響を及ぼすことが懸念される。これまでの研究は骨癒合や合併症など医学的転帰

に焦点が当てられており、退院後の患者が生活の中でどのように下肢機能を捉えているの

かについては、十分に明らかになっていない。また、退院後の主観的下肢機能とその関連

要因を包括的に検討し、看護支援の指針を提示した研究は少ない。そこで、本研究は下肢

開放骨折患者の退院後 1 年以内に焦点を当て、主観的下肢機能・心的外傷後ストレス症

状・活動時の下肢疼痛・自己管理行動・社会活動の現状と関連を明らかにし、看護支援へ

の示唆を得ることを目的とした。本研究の独自性は、下肢開放骨折という部位特異的な外

傷に着目し、退院後の生活期における主観的評価を中心に、身体・心理・行動・社会の観

点から検討する点にある。 
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第Ⅱ章 研究方法 

本研究では観察研究として横断調査を実施した。対象は、下肢開放骨折の手術治療を

受け、退院後 1 年以内の 18〜69 歳の患者とし、切断術施行例、他部位手術を伴う症例、

重度精神疾患を有する者、ならびに重篤な合併症を有する者を除外した。調査協力は、関

東近郊に位置する外傷患者受け入れ実績のある第 2・3 次救急医療施設および救急基幹病

院の 27 施設に依頼した。調査協力依頼期間は 2022 年 12 月から 2024 年 8 月とした。調査

内容は、主観的下肢機能（LEFS）、心的外傷後ストレス（IES-R）、活動時疼痛（NRS）、自

己管理行動（下肢の自己管理行動・日常生活上の健康関連行動）、社会活動（就労・家

事・趣味）およびソーシャルサポート（情緒・道具・情報・評価）、個人属性、Gustilo-

Anderson 重症度、入院経過、外来受診状況を収集した。得られたデータは記述統計およ

び二変量解析と重回帰分析を用いて関連を検討した。本研究は所属機関の倫理審査委員会

の承認を得て実施した。    

 

第Ⅲ章 研究 1：生活の現状 

15 施設から協力を得て、調査票 63 部配布中 51 部を回収し、有効回答率は 81.0%であ

った。対象者の平均年齢は 47.5 歳、男性が 88.2%であった。重症度は Gustilo-Anderson

分類 GradeⅢA・ⅢB・ⅢC が 57%を占め、ICU 入室は 52.0%、入院日数の中央値は 48 日、

転院率 39.2%であった。外来通院先は 86.2%が手術実施病院であり、リハビリテーション

の継続は 17.7%と少数であった。退院後 6 か月未満の者が 71.4%を占めた。主観的下肢機

能（LEFS）総得点の平均値は 41.2 点（SD=13.33）で、基本的な日常生活動作は概ね可能

であったが、走る・跳ぶなどの高負荷動作では困難とする者の割合は高かった。心的外傷

後ストレス症状（IES-R）総得点の平均値は 22.8 点（SD=12.6）で、カットオフ値（25

点）以上の者が 60.8%を占めた。活動時の下肢疼痛（NRS）の平均値は 2.67（SD=1.4）

で、軽度～中等度の疼痛を有する者の割合は高かった。自己管理行動は、転倒予防や患部

観察は実施率が高い一方で、骨癒合・創傷治癒を促進するための飲酒・喫煙制限や、バラ

ンスの取れた栄養摂取、体重管理の実施率は低かった。生活リズムや清潔保持に関する行

動は高い実施率を示したが、食事準備、身体活動、睡眠の質に関する行動の実施率は低か

った。社会活動では、仕事・家事・趣味とも受傷前と同様に活動できている者は少数であ

った。 

以上より、退院後 1 年以内の下肢開放骨折患者は、基本的日常生活動作は概ね可能で

ある一方、高負荷動作の制限、心的外傷後ストレス症状 の高い有症状率、自己管理行動

の不十分さ、社会活動の制限など、多面的な生活上の課題を抱えていることが明らかとな

った。 

 

第Ⅳ章 研究 2：関連要因 

研究 1 では、退院後 1 年以内の下肢開放骨折患者が多面的な生活上の課題を抱えてい

ることが明らかとなった。これを踏まえ、研究 2 では、主観的下肢機能に影響を与える要

因を検討するため、二変量解析および重回帰分析を実施した。二変量解析では、主観的下
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肢機能（LEFS）得点と心的外傷後ストレス症状（IES-R）得点との間に統計的に有意かつ

強い負の相関が示された（r=−0.715、p<.0001）。特に、行動的要因である下肢の自己管理

行動（たばこは控えている、患部は毎日観察している）および健康関連行動（睡眠で休養

がとれている）は主観的下肢機能と有意に関連していた。さらに個人属性（年齢、既往

歴）や重症度（Gustilo-Anderson 分類、損傷ヵ所数、ICU 入室の有無、合併症の有無、入

院日数）および社会的要因である社会活動（仕事復帰、家事参加、評価的サポートの実

感）との間に有意な関連が認められた。一方、退院後経過期間（退院後 6 か月未満／6 か

月以上 1 年未満）との間には有意な差は認められなかった。 

次に、二変量解析で有意な関連が認められた要因を投入して重回帰分析を行った結果

（自由度調整済み決定係数(R²)0.59）、主観的下肢機能に独立して影響を及ぼしていた要

因は、活動時の下肢疼痛および心的外傷後ストレス症状であった。性別、年齢、重症度、

退院後経過期間を調整した後も、これら 2 要因は有意な関連を示し、主観的下肢機能の低

下には、活動時の下肢疼痛と心的外傷後ストレス症状が有意な影響を及ぼしていることが

示された。 

 

第Ⅴ章 総合考察 

退院後 1 年以内でも主観的下肢機能は十分に回復しておらず、医学的重症度だけでは

不十分で、活動時疼痛と心的外傷後ストレス症状が関連することが示された。自己管理の

うち、直接的リスク回避（転倒予防・症状観察）は比較的定着しやすい。一方、生活習慣

改善型の行動の実行は不十分で、疼痛・心理的ストレスが行動実行の前提条件であること

が示唆された。社会活動は受傷前水準に戻りにくく、情報的・評価的サポートの不足が再

参加を阻害しうると考えられた。看護は、外来を拠点に疼痛評価・介入とともに心理支援

を軸に、段階的な活動再開の見通しを提供するとともに、自己管理の具体化、多職種連携

による包括支援を連続的（入院→退院→外来）に提供する必要がある。 

この結果は、外来通院期の看護において、身体機能評価に加え、疼痛や心理的ストレ

スを継続的に把握し、患者の生活状況に即した支援を行う必要性を示唆するものである。 

 

第Ⅵ章 結論 

本研究により、下肢開放骨折患者の退院後 1 年以内の主観的下肢機能は、活動時の下

肢疼痛と心的外傷後ストレス症状の影響を強く受けることが明らかとなった。下肢開放骨

折患者の退院後 1 年以内における主観的下肢機能は、活動時の下肢疼痛と心的外傷後スト

レス症状の影響を受け、重症度や時間経過だけでは説明できないことが示された。看護支

援は、①活動時疼痛の系統的評価・緩和、②心的外傷後ストレス症状への早期・継続的介

入、③その上での自己管理行動の定着支援、④社会復帰を見据えた情報的・評価的サポー

トを統合的に行うことが重要である。 

本研究の結果を踏まえ、退院後生活期における多面的評価に基づく看護支援の必要性

とともにその実践のための方向性を提示した。 
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